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令和４年度港区包括外部監査人募集要項 

１ 募集内容 

港区では、 地方自治法（ 以下「 法」 と いう 。） 第２ ５ ２ 条の２ ７ 第２ 項に規定する包括外部

監査契約について、 当該契約を 締結する包括外部監査人を１ 名募集し ます。  

 

２ 応募資格 

次のいずれかに該当する者（ 法第２ ５ ２ 条の２ ８ 第１ 項、 同条第２ 項） で法第２ ５ ２ 条の

２ ８ 第３ 項に該当せず、 かつ租税を滞納し ていないも の（ ※１ 、 ４ 頁参照）  

（ １ ） 弁護士の資格を 有する者 

（ ２ ） 公認会計士の資格を 有する者 

（ ３ ） 国の行政機関において会計検査に関する行政事務に従事し た者又は地方自治体におい 

て監査若し く は財務に関する行政事務に従事し た者であっ て、地方自治法施行令第１ ７ ４

条の４ ９ の２ １ で定める者（ ※２ 、 ４ 頁参照）   

（ ４ ） 税理士の資格を 有する者 

 

なお、応募者又は応募者が所属する法人、団体等に所属する者が次のいずれかに該当する

場合には、 応募資格対象外と し ます。  

① 暴力団員等である場合又は暴力団員等が経営に実質的に関与し ていると 認めら れる場合 

② 暴力団員を雇用し ていると 認めら れる場合 

③ 暴力団等に対し て資金等を供給し 、 又は便宜を 供与し ていると 認めら れる場合 

④ 暴力団等を利用し ていると 認めら れる場合 

⑤ 暴力団等と 社会的に非難さ れる行為を行っ たと 認めら れる場合 

⑥ ①から ⑤のいずれかに該当する者と 契約を 締結し たと 認めら れる場合 

 

３ 契約締結期間 

  令和４ 年４ 月１ 日から 令和５ 年３ 月３ １ 日まで 

  ただし 、 包括外部監査業務実施期間は、 別途、 区と 協議するも のと し ます。  

 

４ 委託料 

令和４ 年度予算の範囲内で、 委託料を 支払います。  

※参考： 令和２ 年度予算額９ ９ ０ 万円（ 税・ 諸費用込み）  

 

５ 応募方法 

（ １ ） 担当部署 

〒１ ０ ５ －８ ５ １ １  港区芝公園１ －５ －２ ５  

港区企画経営部企画課（ 港区役所本庁舎４ 階北側）  

℡０ ３ －３ ５ ７ ８ －２ ５ ０ ９  

（ ２ ） 募集受付期間 

   令和３ 年８ 月２ １ 日（ 土） から ９ 月２ １ 日（ 火） まで 

（ ３ ） 提出書類 

次の書類について、 必要事項を記入の上、 提出し てく ださ い。 様式１ 及び様式２ は、 港

区ホームページ（ ht t ps: //www. ci t y. mi nat o. t okyo. j p） から ダウンロード 可能です。  

https://www.city.minato.tokyo.jp


 - 2 - 

 

  ① 提案書（ 様式１ ）  

② 履歴書（ 様式２ ）  

③ 資格証明書の写し  

④ 身分証明書（ 市区町村長が発行するも の） の写し  

※最終候補者に選定さ れた場合、 資格証明書及び身分証明書の原本を 提出いただき ます。 

（ ４ ） 提出書類記載の留意事項 

① 当初様式の枠内に記載を お願いし ます。枠内での記載が困難な場合には、必要に応じ

て、 枠の拡大及び行の追加も 可と し ます。  

② 提案書等は、 パソ コ ンで作成し てく ださ い。  

③ 提出さ れた提案書、 履歴書は返却し ません。 また、 記載さ れた内容については、 区議

会等への資料と し て提出する場合があり ますので、 予め御了承く ださ い。 なお、 必要以

外に個人情報等を目的外使用するこ と はあり ません。  

（ ５ ） 提出方法 

①郵送の場合 

上記の提出書類を１ 部ずつ、 次の担当部署まで郵送し てく ださ い。  

※令和３ 年９ 月２ １ 日（ 火） 必着 

〒１ ０ ５ －８ ５ １ １  港区芝公園１ －５ －２ ５  

港区企画経営部企画課「 令和４ 年度包括外部監査人募集担当」 宛て 
 

  ②電子申請の場合 

   次のサイ ト にて、 必要書類を提出し てく ださ い。  

   ※登録でき るフ ァ イ ルのサイ ズは、 １ フ ァ イ ル当たり １ ０ ＭＢ までです。  

      ※資格証明書及び身分証明書は、 スキャ ンデータ （ Ｐ Ｄ Ｆ ） を提出し てく ださ い。  

東京共同電子申請・ 届出サービス 

ht t ps: //www. shi nsei . el g-f r ont . j p/t okyo2/uket suke/f or m. do?i d=1621336366479 

 

６ 選定方法 

（ １ ） 選定は、 第一次審査（ 書類審査） 及び第二次審査（ 面接審査） により 行います。  

（ ２ ） 第一次審査では、 提出さ れた書類による審査を 行い、 第一次審査通過者を ３ ～５ 名程度

選考し ます。 なお、 第一次審査の結果は、 １ ０ 月中旬に応募者全員に通知し ます。  

（ ３ ） 第二次審査では、 第一次審査通過者に対し て、 提出さ れた書類を基に面接審査を 行いま

す。 実施日時は令和３ 年１ ０ 月２ ８ 日（ 木） 午前を 予定し ており 、 実施場所等の詳細は、

第一次審査通過者に通知し ます。  

（ ４ ） 第一次審査及び第二次審査の結果を総合的に評価し 、 最終候補者１ 名を選考し ます。 審

査結果は、 １ ２ 月上旬頃、 第一次審査通過者に通知し ます。  

  ※審査の結果によっ ては、 最終候補者を 選定し ない場合も あり ます。  

 

７ 選定委員会 

  外部監査人選定に係る審査は、 以下の選定委員会で行います。  

  委員会名称 港区外部監査人選定委員会 

  委員構成 ６ 名 

 

８ 選定基準 

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1621336366479
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地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し 優れた識見を 有し 、人格

が高潔で、 港区の行政施策等に関する知識のある人を 選定し ます。  

第一次審査では、 主な評価項目と し て、 実績や実施体制、 監査の基本方針やテーマ選定の

視点、 外部監査制度や区政についての理解、 意欲等を 書類により 審査し ます。  

第二次審査では、 主な評価項目と し て、 監査実施に必要な知識・ 経験、 行政に関する理解

度、 外部監査事務に対する意欲等を面接により 審査し ます。  

 

９ 外部監査人補助者 

外部監査事務を 他のも のに補助さ せる場合には、 以下を要件と し ます。  

（ １ ） 外部監査人と 同一の法人又は団体等に所属し ていないこ と（ 補助者相互の関係において

も 同様）。  

（ ２ ） 補助者のう ち少なく と も １ 人は、 区内在住又は補助者が開業し ている法人、 団体等が区

内にあるこ と 。  

（ ３ ） 補助者又は補助者が所属する法人、 団体等に所属する人が、 本募集要項２ 応募資格のた

だし 書き ①から ⑥の記載に該当し ないこ と 。  

 

１０ その他 

（ １ ） 提案書の取扱い 

  ① 提出さ れた提案書は、 本件の選考以外に提出者に無断で使用するこ と はあり ません。 

  ② 提出さ れた書類は、選定作業に必要な範囲において、複製を作成するこ と があり ます。 

（ ２ ） 次の各号に該当する場合は無効と し ます。  

 ① 提案書の提出方法、 提出期限に適合し ないも の 

  ② 提案書に記載すべき 事項以外の内容が記載さ れているも の 

  ③ 虚偽の内容が記載さ れているも の 

（ ３ ） 区は、 提案書作成に必要と なる資料は提供し ません。  

（ ４ ） 提案書の作成に要し た費用、 旅費等は、 応募者の負担と し ます。 また提出さ れた提案書

等は返却し ません。  

（ ５ ） 提出さ れた提案書に虚偽の記載をし た場合には、 提案書を 無効にし ます。  

（ ６ ） 提出期間以降における提案書等の差し 替え又は再提出は認めら れません。  

（ ７ ） こ の要項に定めるも ののほか必要な事項は、 区長が定めます。  

 

１１ 問合せ先 

〒１ ０ ５ －８ ５ １ １  港区芝公園１ －５ －２ ５  

港区企画経営部企画課（ 港区役所本庁舎４ 階北側）  

℡０ ３ －３ ５ ７ ８ －２ ５ ０ ９  
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※１  （ 法第２ ５ ２ 条の２ ８ 第３ 項関係）  

 一 禁錮以上の刑に処せら れ、 その執行を終わり 、 又は執行を受けるこ と がなく なつてから 三年を経過し ない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 国家公務員法（ 昭和二十二年法律第百二十号） 又は地方公務員法の規定によ り 懲戒免職の処分を受け、 当該処分の日

から 三年を経過し ない者 

四 弁護士法（ 昭和二十四年法律第二百五号）、 公認会計士法（ 昭和二十三年法律第百三号） 又は税理士法（ 昭和二十六年

法律第二百三十七号） の規定によ る懲戒処分により 、 弁護士会から の除名、 公認会計士の登録の抹消又は税理士の業務

の禁止の処分を受けた者で、 こ れら の処分を受けた日から 三年を経過し ないも の（ こ れら の法律の規定により 再び業務

を営むこ と ができるこ と と なつた者を除く 。）  

五 懲戒処分により 、 弁護士、 公認会計士又は税理士の業務を停止さ れた者で、 現にその処分を受けているも の 

六 当該普通地方公共団体の議会の議員 

七 当該普通地方公共団体の職員 

八 当該普通地方公共団体の職員で政令で定めるも のであつた者 

九 当該普通地方公共団体の長、 副知事若し く は副市町村長、 会計管理者又は監査委員と 親子、 夫婦又は兄弟姉妹の関係

にある者 

十 当該普通地方公共団体に対し 請負（ 外部監査契約に基づく も のを除く 。） をする者及びその支配人又は主と し て同一の

行為をする法人の無限責任社員、 取締役、 執行役若し く は監査役若し く はこ れら に準ずべき 者、 支配人及び清算人 

 

※２  （ 地方自治法施行令第１ ７ ４ 条の４ ９ の２ １ 及び同条の規定に基づく 地方自治法施行規則第１ ７ 条の２ ～６ 関係）  

次の期間を通算し た期間が１ ０ 年以上になる者又は会計検査、監査若し く は財務に関する行政事務に関する総務大臣の

指定し た研修を修了し た者で次に掲げる期間を通算し た期間が５ 年以上になるも の 

一 会計検査院において会計検査に関する行政事務を管理し 若し く は監督する こ と を 職務と する 職又は会計検査に関する

行政事務に関する高度の知識若し く は経験を 必要と する 事務を 処理するこ と を職務と する職と し て総務省令で定めるも

のに在職し た期間 

二 都道府県又は指定都市若し く は中核市の監査委員と し て在職し た期間 

三 都道府県又は指定都市若し く は中核市において監査に関する行政事務を管理し 若し く は監督するこ と を 職務と する職

又は監査に関する行政事務に関する高度の知識若し く は経験を必要と する事務を処理する こ と を職務と する職と し て総

務省令で定める も のに在職し た期間( 地方自治法第二百条第一項又は第二項の規定によ り 置かれた事務局に属する 職員

と し て在職し た期間に限る。 )  

四 都道府県又は指定都市若し く は中核市の会計管理者( 地方自治法の一部を改正する 法律( 平成十八年法律第五十三号。

第百七十四条の五十第一項第十一号において「 平成十八年改正法」 と いう 。 ) による改正前の地方自治法第百六十八条第

一項に規定する出納長又は同条第二項に規定する収入役を含む。 次号において同じ 。 ) と し て在職し た期間 

五 都道府県又は指定都市若し く は中核市において会計事務を 管理し 若し く は監督するこ と を職務と する職又は会計事務

に関する高度の知識若し く は経験を必要と する事務を処理するこ と を 職務と する職と し て総務省令で定めるも のに在職

し た期間( 会計管理者の権限に属する事務を処理さ せるための組織に属する職員と し て在職し た期間に限る。 )  

六 都道府県又は指定都市若し く は中核市において予算の調製に関する事務を 管理し 若し く は監督する こ と を 職務と する

職又は予算の調製に関する事務に関する 高度の知識若し く は経験を必要と する事務を処理するこ と を職務と する 職と し

て総務省令で定める も のに在職し た期間( 地方自治法第百五十八条の規定により 設けら れた予算に関する 事務を 分掌さ

せるための組織で総務省令で定めるも のに属する職員と し て在職し た期間に限る。 )  



様式１ 

 

令和  年  月  日 

 

 

提 案 書         

 

 

港区長 

 武  井  雅  昭  様 

 

                〔 提案者〕  

                 住 所                  

                 氏 名                   

 

 

 

次のと おり 港区包括外部監査の実施に係る提案を し ます。  

 

 

 

 

 



様式１ 

 

１ 応募動機及び自己ＰＲについて 

 応募動機及び自己Ｐ Ｒ （ こ れまでの区と の関わり 、 外部監査人と し て活用し

たい経験等） をご記入く ださ い。  

 

 



様式１ 

 

２ 包括外部監査に対する基本方針について 

 包括外部監査に関し て、 区が地方自治法及び区の条例・ 規則に基づき 事務を

執行し ている こ と 等を 踏まえてご自身の基本方針（ 視点・ 考え方等） を ご記入

く ださ い。  

 



様式１ 

 

３ 港区で取り組んでみたい監査テーマについて 

 港区で取り 組んでみたいテーマについて、 選定根拠や監査方法を 含めてご記

入く ださ い。  

 



様式１ 

 

４ 行政実績について 

（１）外部監査に関する実績について 

 外部監査に従事し た実績を 、 期間、 自治体名、 包括・ 個別の種別、 監査人・

補助者の区分、 テーマについてご記入く ださ い。  

期   間 自治体名 種別 区 分 テ ー マ 

     

     

     

     

     

記入例：   

平成 28 年４ 月～平成 29 年３ 月  ○○県   個別   監査人   ○○について 

平成 31 年４ 月～令和２ 年３ 月   ○○区   包括   補助者   ○○について 

 

（２）その他行政機関等との業務実績について 

 外部監査以外で国、 地方公共団体及び関連する団体（ 公営企業、 公益法人等）

に関する業務を携わっ た実績などがあればご記入く ださ い。  

期   間 内   容 自治体等団体名 

   

   

   

   

   

記入例：   

令和２ 年６ 月～令和２ 年９ 月   財政レポート 作成業務         ○○区 

 

（３）外部監査に関する研修について 

 外部監査に関する研修の受講実績があり まし たら 、 研修受講歴（ 受講年度、

主催団体名、 日数・ 時間数） についてご記入く ださ い。  

受講年度 主催団体名 日数・ 時間数 

   

   

   

   

   

記入例：   

平成 30 年度   ○○協会                       ４ 日間・ ２ ４ 時間 

令和元年度    ○○法人                       ３ 日間・ １ ２ 時間 



様式１ 

 

５  包括外部監査の実施体制について 

（１）補助者について 

 包括外部監査人になっ た場合に、 予定し ている 補助者（ 資格、 職歴年数、 所

属等、 区内在住又は在勤歴） についてご記入く ださ い。    

 
資 格 

職歴 

年数 
所 属 等 

補助者要件
（ ※）  

外部監査に関する実績 

１  
  

 該当 

非該当 

有（ 包括監査人・ 個別監査人・

包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

２  
  

 該当 

非該当 

有（ 包括監査人・ 個別監査人・

包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

３  
  

 該当 

非該当 

有（ 包括監査人・ 個別監査人・

包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

４  
  

 該当 

非該当 

有（ 包括監査人・ 個別監査人・

包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

５  
  

 該当 

非該当 

有（ 包括監査人・ 個別監査人・

包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

※ 補助者のう ち少なく と も １ 人は、 区内在住又は補助者が開業し ている 法人、 団体等が区

内にあるこ と 。（ 募集要項９ （ ２ ））  

記入例：   

公認会計士   １ ０ 年   ○○会計事務所  該当    有（ 包括監査人・ 個別監査人・  

非該当   包括補助者・ 個別補助者）・ 無 

 

（２）その他支援体制等について 

 監査実施の過程で専門外の知識が必要と なっ た場合（ ※） の対応（ 支援体制

を 含む） についてご記入く ださ い。  

 

※ 建築・ 土木工事に関する監査を 行う 場合など。  

 

６ その他 

 その他、 特筆すべき 事項等があり まし たら ご記入く ださ い。  

 

 



様式２ 

 

 

履 歴 書         
 

 

ふ り  が な 

 

氏  名 

 

生年月日  昭和    年    月  日生 

      平成 
 

（ 令和 3 年 4 月 1 日における年齢           歳）  

    〒 

現住所  

     

連絡先    （      ）         E-mai l   

 

事務所名称                           
（ 法人を含む）  

    〒 

住 所 

 

連絡先    （      ）      

 

最終学歴 

 

 
資 格 

登録年月 

 

 

昭和・ 平成・ 令和  年  月 

 

職 

 

 

歴 

年 月 日 職   歴   事   項 

  

  

  

  

  

  

  

主な業務実績 

 

 

 

 

 

 

私は、 地方自治法第２ ５ ２ 条の２ ８ 第３ 項各号には該当し ません。  

こ の履歴書の全ての記載事項は、 事実と 相違あり ません。  

                                   氏 名                       


